













































































































































































































































































































項目 日本 米国 項目 日本 米国
①操作性 3．6 4．2 ⑦サイズ 3．3 4．0
②入力方法 3．4 4．2 ⑧重さ 3．1 3．9
③ハード構成 3．4 4．2 ⑨購入時の期待（ソフト） 3．5 3．8
④全体のデザイン 3．3 4．2 ⑩ソフト構成 3．2 3．7
⑤流通ソフトの種類 3．8 4．1 ⑪ソフトマニュアルの表現方法 3．0 3．2
















































































































1997年 1998 1999 2000
ビジネス市場 5070 4927 6076 6780














































29歳以下 30代 40代 50代前半 50代後半 60代前半60代後半 70歳以上
?
73．1 81．8 70．7 64．5 58．2 39．439．1 23．0



































































ライフスタイル分類 Aパソコン生活先行層 B流行りモノ志向層 C思索・良識志向層 D伝統・安庄志向層
全回答者に占める


























































































③総合満足度 ・満足した 13 20
・まあ満足した 75 68
④困った時の対応方法 ・メーカー・サポートに聞く 24 18
・マニュアルを見る 21 13
・友人に聞く 15 14
・自分でWEBで調べる 13 21
・家族に聞く 15 25
日本電子工業振興協会「ハe　・・ソナルコンピュータに関する調査報告書」（2006：55）をもとに筆者作成
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日本社会における生活者の情報メディアとしてのパソコン利用の歴史的推移　岡部勇太
　この分析結果をみると、団塊世代と全体で共通なものとしては、利用目的が主に「Eメ
ール／WEB閲覧と文書作戒1、購入時の重視点が主に「基本機能の良さと価格」、総合満足度
が「まあ満足した」であることは同意できるが、団塊世代と全体での差異としては、困っ
たときの対応方法が団塊世代では主に「メーカーサポートに聞く」「マニュアルを見る」で
あるが、全体では主に「自分でWEBで調べる」「家族に聞く」である。この対応方法も団
塊世代は職場での経験が活かされているという点で、パソコンを使いきる能力を持ち合わ
せつっあるといえる。
　次に、団塊世代のリタイア後のパソコンとの関係については、「リタイア後は、仕事で
なくプライベートがメインになると思われるが、どのようにパソコンと付き合い、どのよ
うに使っていくのだろうか（用途）」ということを目的として調査・分析をしている。その
結果は図一3のようになる。
図一3　団塊世代の「リタイア後のパソコンとの関係」　複数回答単位1・／。
　情報を集めるなど知的ツール
消費生活をエンジョイするツーノ
　家族や友人などとの連絡ツーノ
広くコミュニケーションを図る
ツール
　デジタルコンテンツを楽しむ
　ツーノレ
　マネーライフのマネジメント
　ツーノレ
　　　　仕事や業務のツール
　　　　テレビ、DVDとして
日本電子工業振興協会「ハdi　一ソナ加ンヒ㌧一タに関する調査報告書」（2006：55）をもとに筆者作成
　図一3の結果をみると、団塊世代のパソコンの用途は今後の利用予定も含めて、情報検
索・収集、コミュニケーション、文書作成などが主であるが、マネーライフ・マネジメン
トなどにも利用が広がっていることは注目すべき点である。
　以上の調査、分析から全体的に分かることは、今やパソコンは情報ネットワーク時代へ
の情報メディアとして各家庭の70％近くまで普及し、その用途もEメール／WEB閲覧だ
けでなく、ワープロ・文書作成、動画や音楽編集、ネットショッピングやオンライン・ト
レードなどにも用途が広がってきており、またコミュニケーション・ツールとして、「生活
必需品」の時代になってきていることである。
　それに従って、利用ニーズも「安価」、「使いやすい」はもちろん、より「高機能」、「高
コストパフォーマンス」、そして「デザイン」、「色彩」へと「量的ニーズ」から「質的ニー
ズ」へ、さらには「楽しさのニーズ」へとシフトしつつあることである。
　特に興味深いのは、団塊世代分析である。この世代は、従来のシニア層とは少し違う特
徴を持っており、自己への投資意欲が高く、情報感度に優れており、職場で情報システム
やパソコンに慣れていて、抵抗感がなくパソコンを「使える」に留まらず、「活用できる」
層であるといわれているが、今回の「団塊世代の分析」においても、利用目的、購入時の
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重視点などを見ても50代以下の層と遜色は無く、オンライン・トレードにいたっては、
10％も上回っていることが実証されている。
　この分析結果は、今後の「生活者のパソコン利用と普及」、および「デジタル・デバイ
ドの問題」等に対して、その展望と解決策が見えてきていることを実証していると言えよ
う。
4．おわりに
　本稿では、生活者のパソコン利用の歴史的推移を探ることを通して、市場主義社会にお
ける生活者ニーズの反映（横軸）、普及と利用（縦軸）、日本的文化特性との関係性（交差
点）を中心に検討してきた。
　現在までの検討の中で分かったことは、生活者の利用ニーズは基本的には「量的ニーズ
　（使い易さ、価格が安いこと）」、「質的ニーズ（機能、コンテンツ）」、「楽しさのニーズ（デ
ザイン、カラー）」等であり、それらを反映し、普及させる鍵は「イノベーション」、「互換
性」、「コモディティ化」と「利用者の再発明（カスタマイゼーション）」、「利用者のライフ
スタイル」などである。
　而して、市場主義社会というメカニズムにおいては、それらの反映、普及と利用は、時
代背景と社会的背景、シーズとニーズ、日本的文化特性との関係性で複雑に絡み合うこと
により、波動現象を示すため、一概に断言できるものではない。
　しかし、現行レベルで言えることは、波動現象を示しながらも、情報ネットワーク社会
の進展と共に、その実現の方向に向かって、緩やかな勾配の上昇傾向として描くことがで
きるのではないかということである。
　それは、まず生活者は自らのライフスタイルの実現と変革のために、そのツールとして
のパソコン利用において、自らのニーズをいかにして再発明（カスタマイゼーション）と
して能動的に発することができるか。そして供給者は生活者の潜在化ニーズを、いかにし
て顕在化して取り込むことができるか。また両者は、それらの基盤である日本的文化特性
（特にその長所である「モノ作りの文化」、「和の文化」、「不易流行の文化」など）を、い
かにして効果的に活かすことができるかである。
　今後は、こういった諸問題を、生活者の視点で、いかに着実に進めることができるかが、
波動勾配をより縦軸方向に持っていけるかどうかの重要なファクターになるであろう。
　本研究における今後の課題は、本稿に挙げた問題点をさらに市場主義社会、情報メディ
ア、イノベーション、マーケティング、コミュニケーション、日本的文化特性との関係性
など、社会学的な観点を主体にして、重層的、実証的にアプローチすることにより、その
プロセスの進化を深く掘り下げ、要因に迫ることである。
【注】
1）パソコン利用におけるシーズ主体
　例えば、パソコンのOSにおいて、マイクロソフト社の「WindowsVista」は利用者のニーズを本当
　に取り入れたものか。さらには「Window87」へのバージョンアップも実施されようとしている。こ
　れらは、顧客のニーズというよりは、マイクロソフト社の事業戦略優先によるシーズ主体といわざる
　を得ないのではないか。
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2）日本的文化特性
　　本稿でいう日本的文化特性とは、基本的には日本的集団主義の文化である。その源流は水稲農耕文
　化であり、その基礎となるイエ・ムラ・世間の文化、全員参加の文化、横並び意識の文化、縦割りの
　文化、和の文化（調和、人の和）、モノ作りの文化、形から入る文化、甘えの文化、群れる文化、受
　身の文化等を指している（林周二，1984，62，ほか）。
3）パソコン利用の技術的推移
　　本章における歴史的記述は、特に西垣（1997）、犬塚（2006）、奥田（1988）、関口（2000）、森谷（1996）、
　情報メディア白書（2007）などを参考にした。
4）アンバンドリング政策
　　1969年にIBM社により実施された政策で、コンピュータのハードとOS等のソフトを切り離して
　提供、販売する価格政策。
5）インテル社、マイクロソフト社とバリュー・スライサー
　　パソコンの開発・製造・販売というバリュー・チェーンの中で、インテル社とマイクロソフト社は、
　それぞれCPU（マイクロ・プロセッサ）とOS（Window8）という最も付加価値の高いキー・コンポー
　ネントでデファクト・スタンダードをとり、世界を制覇し、強い社会的影響を及ぼすようになった。
　この2社の基本戦略は「互換性」である。このようなビジネスモデルのオンリーワン企業はバリュー・
　スライサーといわれている（島田隆ほか，2000，；109）。
6）パソコンの競争発売にっいて
　　驚いたことに、この時代に日本電気はPC－9801シリーズで、28機種以上ものパソコンを発売して
　いたのである（奥田，1988，付録）。
7）ヒット商品の市場シェア獲得競争と国内のマーケットサイズ（市場規模）の関係
　　産業別で見た場合、平均的には、日本の国内市場規模（内需）は、全体の約80％といわれており、
　非常に大きいことを示している。従って各企業では、新規の商品、人気の商品をヒットさせるために
　は、まず国内市場での勝者になることが必要であるとの認識のもとに、企業別の激しいシェア獲得競
　争が繰り広げられることになる。ちなみに、1982年度におけるR本のトータルGDPは330兆円であ
　り、その80％の260兆円が国内の総市場規模となる。
8）横並び意識と縦割り競争
　　上記の日本的文化特性より派生してきたもので、日本型競争文化の特徴である。同質組織体競争と
　も言われ、企業の場合は、ある企業で、一つのヒット商品が開発されると、同業界・同業種の企業が
　勝ち組とシェア争奪めぐって、熾烈な各社・各様の技術開発競争、価格競争が行われる。この競争は、
　顧客ニーズよりも自社シーズが優先される場合が多い。1980年代初頭のパソコン技術開発競争は、
　各社各様のアーキテクチャーによる差別化競争でこの典型である（林周二，1984，93，ほか）。
9）コモディデイ化
　　コモディディとは本来、麦やトウモロコシなどの「日用品」「一般商品」という意味である。パソ
　コン等のハイテク品に関しては、f企業間の技術的水準が次第に同質化し、製品やサービスにおける
　本質的部分での差別化が困難となり、どのブランドをみても顧客側からは、ほとんど差異化が困難に
　なった状況（非差異化）」をいう（恩蔵直人，2007，2）。
10）ポジティブなユーザ
　　ポジティブなユーザとは、①パソコンを買替え・買増しする意欲がある、②日頃からパソコンをよ
　く使っている、③パソコンに対する抵抗感がない、という層である（パーソナルコンピュータに関す
　る調査報告書，2006，11）。
11）ライフスタイル分類
　　ここでは、ライフスタイル分類を次のように定義している。パソコンユーザを年代、性別、職業と
　いった属性分類で分けるのではなく、「個人が持つ生活意識・情報感度・購買意欲等により分類」（パ
　ーソナルコンピュ・’一タに関する調査報告書、2006，20）。
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